別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名:池中養殖漁業協同組合事業活動費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　農政部　農政課　水産振興室　電話番号：058-272-1111（内2893 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：      200千円（前年度予算額：      177千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　養殖業の生産、販売の拡大を目的とし、健全な淡水魚の生産に資する魚病対策（防疫、治療、薬事）や養殖技術等の情報を組合員へ提供する。また、イベントでの魚の掴み取りや塩焼きの販売等により養殖魚をＰＲする。

　補助対象事業

（１）養殖情報対策事業

　　刻々と変化する魚病対策情報（防疫対策、治療対策、薬事情報）、養殖技術等の積極的な収集と的確な組合員への発信。情報発信として年１回の機関誌発行。

（２）需要拡大対策

　　農業フェスティバルにおけるアユの掴み取り体験、養殖魚の塩焼きや唐揚げ等の販売による養殖魚のＰＲ。また、簡単・美味しい料理方法を開発・普及することにより養殖魚の消費拡大を図る。
　
	２　所要経費


活動費補助金                200千円（全体事業費：550千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	177
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	177

	要求額
	200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	200

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　養殖業は、生産量、経営体数が長期にわたり減少している。その要因として、魚苗被害による生産の不安定化や魚離れによる養殖生産物の需要及び価格の長期低迷等があり、それらを解決していく必要がある。

　業界としての組織的な取り組みにより養殖業振興を目指していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　主な事業内容が各養殖業者への情報発信及び養殖魚のＰＲであるため、具体的な指標を設けるのに適さない。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　情報発信として年１回の機関誌の発行。

農業フェスティバルにおいてアユの塩焼き等の販売による養殖業ＰＲ。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　魚病被害、魚価・需要の長期低迷などの課題に対する組織的な取り組みを支援することにより、本県養殖業の振興が図られた。

　イベントでの魚の塩焼きの販売等により、養殖魚の消費拡大が図られた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　養殖業振興のためには、刻々と変化する魚病対策情報や、養殖技術などの積極的な収集と組合員への発信は不可欠。また、一般の方への養殖魚ＰＲも必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　農業フェスティバル等で養殖魚を提供することで、広くＰＲができている。機関誌による情報の提供により、養殖環境の向上が図られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　農業フェスティバルでの出店は、多くの人へのＰＲとして成功している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　料理レシピや料理教室の開催等のＰＲにより養殖魚の更なる普及を図るにあたり、効果的な方策を随時模索していく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　池中養殖漁業協同組合が本県淡水魚養殖業振興の中心的機関である自覚にたって課題解決に取り組む事業に対して支援することにより、補助金の有効活用を図る。
（新規）家庭における養殖魚の簡単・美味しい料理を開発し料理教室やレシピの普及を図る。



